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Ⅰ�　は�じ�め�に

本稿では，「ワークプレイス」すなわちオフィ
スや職場空間などの「働く場」が経営にもたらす
新たな価値や意味合いについて考える。いま，多

くの日本企業でイノベーションの重要性が叫ばれ
ている。しかし，それは従来の伝統的なオフィス
に特徴的な田の字型配置や外部には閉鎖的な社会
的関係性からは生まれて来ないだろう。ではどう
すればよいのか。そこでは知識創造の基盤となる

「場」の再構築が有意義だと思われる。つまり，
より大きな経営目的に即して，組織力を高め，イ
ノベーションを生みだすプロセスを埋め込んだ

「場」としてオフィスを構想することである。以
下ではその考え方や試みの一部を紹介して読者の
実践を喚起したい。

特集●職場の今

知識創造のワークプレイス・デザ
イン

紺野　　登
（多摩大学教授）

華　　穎
（コーネル大学助教授）

職場を取り巻く経営環境はグローバルにも大きな転換期にある。オフィスはかつての労働
者や業務を管理する機械的な機能的空間というモデルから，創造的に働く人間的意味を持っ
た空間というモデルへと変化している。経営変革やイノベーションといった概念と結びつ
くようになったのだ。知識社会経済やネットワーク技術の台頭などの変化に応じて，社内
の事業部間，グループ内企業間，あるいは顧客やパートナー，多様なステークホルダーな
どの関係者をつなぐコラボレーションなどの「場」，すなわち経営空間としてのワークプレ
イスが求められている。イノベーションとは，社会や顧客の暗黙の知識を共有し，そこか
ら価値を発見し，サービスやモノとして具体化していく知識創造のプロセスだと考えられ
る。そこでワークプレイスは，オフィスにとどまることなく，物理的場所を超えた IT を 
使った関係性のプラットフォームや，そこで共有される組織文化や経営システムも含めた
知識創造の「場」の総体を意味することになる。また，このようにみたオフィス＝ワーク
プレイスは，今後の企業と社会との関係，あるいは境界を融合させる「バウンダリー・オ
ブジェクト」でもある。その例としてフューチャーセンターやプロジェクトベースのワー
クプレイス等の新しい「場」の試みが挙げられる。こうして企業はオフィスをいったんハー
ドの器やファシリティ（設備）という枠組みから解放して，人間中心の身体性を起点に再
認識・再定義し，デザインしていく必要がある。

─「ネットワークが職場」時代のイノベーションの場
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Ⅱ�　経営環境変化が及ぼす職場環境への
影響力

1　労働価値と形態の激変期 

ワークプレイスの破壊と創造
福島原発事故で経営のシナリオを大きく変え

ざるを得なくなった東京電力は，役員室のカベ
を壊すという大胆な試みをメディアに公表した

（2012.6.29　MSN 産経ニュース）。常務以上役員の
個室が取り払われ，間仕切り付き大部屋に変わ
り，面積も三分の一に縮小した。「縦割りの企業
風土を改めるため」という。もちろん単にカベを
なくせばいいわけではない。個室廃止後，いかに
関係性を変え戦略的な議論の効用を生みだすかと
いった「デザイン」が必要だからだ。しかし，そ
こには見慣れた空間や景観を変えることによる作
用への期待がある。

一見無関係のように見えるかもしれないが，
2011 年 10 月のニューヨークでの「99 ％」の市民
による「オキュパイ・ウォールストリート」運動
や，日本の国会議事堂前で行われた原発反対市民
運動のように，人々が都市空間の一画を占拠する
ことは，従来の経済や社会システムの変革に関わ
る行動だとみることができる（Harvey 2006）。同
じように，経済空間であるオフィスや，ワークプ
レイス（オフィスのハード，ソフト，文化の総体と
しての場）やその仕組みを変えることで，古い経
営システムから新しい経営システムへの変化が現
実化していく。それは経済空間の破壊と創造，す
なわちイノベーションだといえる。

日本では長らくイノベーションとは技術革新だ
ととらえられてきた。しかし近年，それは従来と
は異なる新たなアイデアややり方であり，ビジネ
スモデルを含んだ価値創出として理解されはじめ
ている。

オフィスは管理する対象だったのが，いまや経
営の変化や知識創造，イノベーションといった概
念と結びつくようになっている（紺野 2008）。に
もかかわらず，「オフィス環境など経営や実際の
仕事とは関係ない」と思われているのが実情だろ
う。とりわけ製造業中心で推移してきた日本企業

の多くは，1960 〜 70 年代のオフィス（たとえば
「田の字型」配置で部課長が管理する形態で座って
いる企業が多い）やワークプレイスを維持してい
る。しかし，伝統的職場環境は大きな転換を迫ら
れている。労働者が機械的に働く機能的空間とい
うモデルから，創造的に働く人間的意味を持った
空間というモデルへの変革が求められている。

グローバル化する労働 
職場を取り巻くグローバルな環境はこの半世紀

に激変した。1960 〜 70 年代，世界経済システム
を牽引していたのは米国など先進国だった。日本
企業も一画に加わり国内の市場と労働力を基盤に
海外輸出型製造業を拡大した。この時期，国，社
会，企業の閉じられた関係の中で，労働力の担
い手である国内労働者が力を握った。70 年代に
は労働争議の発生件数もピークに達したが，反
面，経営側も協調と対立の中で競争力を維持して
いた。オフィスもこうした中，労働者や社員が企
業の枠組みにおいて守られ，工場の延長線での

「我々の職場」があった。日本では高度成長期以
降，皆がむしゃらに働きもしたが，成果も十分感
じられていた。

しかし 70 年代以降，徐々に国内労働力は高コ
ストと見なされるようになる。先進国では機械化
の進展に伴い相対的に安価な女性労働力も増えた
が，米国などでは日本やドイツからの低価格な製
品輸入によって国内企業が打撃を受け，組合との
問題はさらに山積した。欧州も事情は同じで，ド
イツなどは移民労働者の導入で労働コストを低下
させようとした。

一方，1980 年からの 20 年は世界経済は右肩あ
がりで拡大した。しかし労働コストの観点からい
えば，女性労働者の増加，欧米では移民労働者の
受け入れ，さらには海外工場移転やオフショアリ
ングなど，従来にない能力競争の時代が訪れた。
労働の「聖域」が切り崩され，職場，オフィスの
グローバリゼーションが進展した。

それはグローバルな労働力の分散過程でもあっ
た。世界各地に富が分散し，新興国で中間層が台
頭していった。そこで教育を受けた世代が中心に
なり，イノベーションが重視されるようになっ
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たのである。たとえばインドのタタ・グループは
「タタ・イノベーション・フォーラム」という組
織革新プロジェクトでかつての重厚長大企業から
脱しようとしている。いまや世界のどこででもイ
ノベーションが起きるようになった。

こういった変化の中で，オフィスや職場は，か
つての姿を維持できなくなっている。IT の影響
もこれにさらに強く作用する。従来のように会社
に来て，仕事をこなして帰る，という日常からオ
フィスや職場を劇的に変えていかなければ，企業
自体が存続を危ぶまれる事態も訪れている。

労働を変質させるテクノロジー
1980 年代からの情報技術（パソコン，インター

ネット）の導入は，とくに 1990 年代中盤以降の
20 年，ワークプレイスやオフィス機能に大きな
影響を与えてきた。ネットワークを介した仕事が
基本となり，もう一日中「田の字型」に座ってい
る必要はない。またテレワークの浸透なども広が
り，今後，テクノロジーの変化がワークプレイス
を一変させていくだろう。それは単に業務の効率
化でなく，仕事を変質させることになる。

たとえば重要なテーマとしてシンギュラリ
ティに象徴される議論がある。シンギュラリ
ティとは一般的には技術的特異点（Technological 
Singularity）を意味するが，2011 年，フューチャ

リストであるレイ・カーツワイルは人工知能（AI）
の発展，人間の知能増幅の可能性から，2045 年
にはコンピュータが形成する文化が現在の人類を
超えたレベルに達すると予言した。その過程で，
2020 年代には人工知能が人間の脳をリバース・
エンジニアリングできるようになっているだろう
という。真偽は定かでないが，AI などの技術が
人間の労働にもたらすインパクトはこれまでの技
術と労働の関係を超えるものになるだろうと言わ
れる。

たとえば翻訳等のサービスは大きな影響を受け
るだろう。他方，コンピュータによって支援され
た人間がこれまでできなかった新しい仕事を生み
だすことも大いに考えられる。

また，これ以外にもオフィス空間には今後さま
ざまな新技術が導入されてくると考えられてい
る。コミュニケーションやメディア技術，あるい
はスマート・ガラスのような新素材などが，高齢
化しダイバーシティを高める職場に適用されるこ
とになるだろう。

2　オフィス 3.0 の時代　

オフィスの進化
オフィスは 20 世紀から 21 世紀にかけ大きく三

つのステージで進化してきた（図表 1）。私たちが
イメージする現代的オフィスの象徴，大規模な

図表 1　経営，労働とワークプレイス（オフィス）の変化

60 〜 70 年代 80 〜 90 年代 00 年代〜

経営環境（市場）の変
化

●各地域毎の政治/経済/社会
●国内市場（受動的消費者）を中
心とする輸出型産業の育成
●量的マーケティング（製造業拡
大）

●グローバル化によって政治/経済
/社会の地理的境界が薄れる
●国際競争激化，グローバルブラ
ンドの時代
●消費者中心主義
●90 年代インターネットの進展と
共に日本企業の地位低下

●グローバル化と情報化の相乗作
用（情報によってつながる地域市
場）
●消費者/生活者の情報ネットワー
クの拡大，プロシューマー型消費
者の台頭
●新興国市場（中間層）の台頭
●知識・サービス化経済，市場主
義的資本主義の限界

労働力の変化 ●国内労働力の重視
●地域企業対労働組合の対立

●移民労働/非定期雇用→労働者の
地位の低下
●ホワイトカラーの衰退，専門職
の増加

●オフショアリング（労働のグロー
バル拡散）
●社会構造の変化（ネットワーク
社会），フリーエージェントの増
加

オフィスの変化

効率的ファシリティ管理の重要性

●（1920 年代）〜 1970 年代工場型
労働者管理，ホワイトカラーの台
頭，現代的な企業組織（ヒエラル
キー）の台頭

戦略的オフィスの重要性

●コンピュータの普及（業務の情
報化），グローバル化

「場」のデザインの重要性
●ネットワーク型労働，知識創造
のための場の要請
●サードプレイスなどの活用
●BCP（事業継続）などリスク観
点増大
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「本社（headquarters）」は，19 世紀末から 20 世
紀初頭，テイラー主義（科学的管理法）と共に誕
生した。根本には「分業」という考え方がある。
業務を細かく分割して，一人ひとりに割り振って
いくことで効率化を図るという考えに基づいて，
これまでのオフィスも設計されてきた。「田の字
型」オフィスも，ひとつの部門がタスクを社員に
割り振って管理するための形態であった。

こうした考えは20世紀初頭，フランク・ロイド・
ライトなどの建築家によって「空間化」されるこ
とで具体化していった（写真 1）。当時は市場主義
資本主義の形成期で，決まった型などなく企業は
自由奔放に活動するダイナミックな存在だった。
しかし規模の拡大につれて，大企業の本社機構は
当時の活力を失いながら肥大化・官僚化していっ
た。

しかし，1980 〜 90 年代になると新しい動きが
生まれる。それはグローバル化と情報化による影
響である。この時代にはオフィスのハードとして
の効率性，社員の QOL（生活の質）やワークライ
フバランス，ブランド政策との連動といった戦略
性が強く打ち出された。これをオフィス 2.0 の時
代と呼ぶことができる。

21 世紀に入り，われわれは再び新たな変化の

なかにある。その大きな変化は知識社会経済への
変化である。ではこれからのオフィス 3.0 の時代
はどうなるのか？

ドラッカーが洞察したように，現代は知識社
会・経済，すなわち多様な人々のネットワーク
によって形成される「組織社会」（the society of 
organizations）である。知識社会とは無形の知識
資産が価値の源泉となる経済である。21 世紀の
経営はたとえ製造業であっても，知識をベースに
した経営を行わなければならなくなっている。
サービス業も同様である。そこでは，必然的に
ワークプレイスやオフィスも影響を受ける。

労働形態とワークスタイル変化 
従来の日本のオフィスは 19 世紀的とさえいえ

る文化をひきずってきた。月曜から金曜まで通勤
ラッシュをおして全員が集まってくる。こうし
た「日常」の舞台がオフィスだった。ステレオタ
イプ的描写だが，多くの企業には依然こうした景
観が見られる。しかしそれはもはや日本だけのも
のである。日本には高度成長期にみられた「大部
屋」オフィスの文化もあったが，インターネット
の浸透などでかつてのあり方や強みを失っている。

21 世紀になり，世界の人々の働き方や意識も

設計図と写真 1　20 世紀の革新：オフィス 1.0　フランク・ロイド・ライト（1903 年）

フランク・ロイド・ライト　ラーキン石鹸本社ビル，ニューヨーク州バッファロー　1903 〜 05
http://www.carusostjohn.com/media/artscouncil/history/taylorist/index_02.html

F.�W.�テイラー（1911）『科学的管理法』
　〔1〕労働者の標準作業の量・時間最適化
　〔2〕課業達成刺激のための差別的出来高給
　〔3〕機能別組織（計画部門と現場監督部門の専門化）
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急速に変化した。とくに，リーマン・ショック以
降の米国では，就労意識が変化した。背後には，

「クリエイティブクラス（創造階級）」の台頭，「フ
リーエージェント社会」化などと呼ばれるような
社会構造の変化がある。「ネットワーク社会」化
はさらに大きな深層要因だといえる。もはや人々
はひとつの会社だけで働くという意識をもたず，
働く時間の単位も「日」から「時間」へ変化する
だろうといわれる。管理層にとっては人々のやる
気をいかに引き出せるかが課題となる。また多様
な働き方を志向せざるをえなくなる。

日本でも 3.11 を契機に，こうした変化が企業
社会に浸透している。従来の企業は「仕事」イ
コール会社に来ることだと考えていた。しかしも
はや常識的に考えて「デスク仕事」はオフィスに
とらわれる必要はない。「ネットワークが職場」

（野中・紺野 2012）というのが実態化しつつある。
そこではむしろ物理的身体的な対話や交流・協業
の機会の価値が高まっているのだ。ネットワーク
上でできる仕事をわざわざ会社に来てやるなら，
最も投資効果の低いことをやっていることにな
る。せっかくオフィスに居ながら，効率的な業務
管理と称して社員の仕事を定型化したり，形式的
会議に明け暮れて十分な協業が行われていないな
ら，まったくの機会損失である。

知識創造のためのワークプレイス
最近どこの会社でも「会議が長い」「会議が増

えて困る」という声を耳にする。それは，現代の
企業の価値創出がネットワーク型に変化している
にもかかわらず，カベで仕切られたヒエラルキー
組織のままのオフィス空間に自らを縛り付けてい
るためでもある。そのことによって生ずる負の組
織間調整コストは甚大だ。

オフィスの機能は皆がその場で分業しながら情
報処理するスタイルから，社内外のネットワーク
を基に知を生み出すスタイルに変わっている。言
うまでもなく，従来型オフィスはナレッジワー
カー同士のネットワークで新しい価値を生み出し
ていくような仕事のスタイルには向いていない。

伝統的な企業のモデルでは，機会主義抑制と取
引コストの内部化を重視した。クローズドな集団

での効率性や機能性を追求したのである。人間は
モノのようにアノニマスなものととらえられ，組
織は分業と階層化によってツリー状に配置され
る。オフィスの空間構成も，こうした組織図に
沿って配置された。ロビーや受付（他者を簡単に
内部には入れない）などの「ゲートウェイ」から
入り，業務処理の場所である社員の執務空間は組
織図どおりに仕切られ，さらにトップの居場所は
最上階，というように，まさに「わが社の城」の
メタファーに従ってきた。

ところが，いまや知識経済・社会の企業モデル
（知識創造パラダイム・モデル）が卓越した企業の
特徴になった。企業の個（主観的な存在）と組織
の知の関係性が資産とみなされ，ネットワークを
介した相互作用によって知識が生まれ，さらに価
値に変換されるのである。閉鎖的な組織の「分業
モデル」ではなく，オープンな組織による「協業
モデル」が必要となっている。

こういったモデルを具現化するにはオフィス等
の具体的な「場」が不可欠だ。スローガンでは何
も具現化しない。社内の事業部間，グループ内企
業，あるいは顧客やパートナー，多様なステーク
ホルダーなどの関係者を「つなぐ場」が求められ
る。

Ⅲ�　知識創造としてのイノベーションの
場とは

1　恒常的なイノベーションの要請 

社会的プロセスとしてのイノベーション
冒頭で述べたように今や世界のどこででもイノ

ベーションが起きるようになった。そこで求めら
れるのは人間同士のコネクションである。それは
集団的労働（同質的マスワーク）とは異なる集団
的協業（異種間コラボレーション）である。こう
いった変化は組織文化や制度にも影響を与える。
イノベーションのための活動が，「たまに」では
なく，いつでも，かつ組織的に行われる必要があ
るのだ。

コラボレーションとは社会的プロセスであり，
単なる業務プロセスではない。顧客との接触，社
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会に開かれた成員の生活，などに支えられたもの
である。また，ただ集まって仕事をすればいいわ
けではない。その場にふさわしい空間や技術，知
の方法論が不可欠である。具体的にはこれまで日
本企業が常識的に行ってきた PDCA の限界を認
識し，デザイン思考などのイノベーションにふさ
わしい方法論を身につけることなども含まれる。
こうした観点からワークプレイスの変革が求めら
れる。

イノベーションとは知識創造 
イノベーションとは，社会や顧客の暗黙の知識

を発見，共有し，そこから価値を概念化し，利用
可能な資源や資産を用いてサービスやモノに具体
化し，社会的に意義ある新たな有効な処方や経験
として提供していく，一連の知識創造プロセスで
ある。

知識にはハンガリー生まれの科学哲学者 M.   
ポラニーの言った「暗黙知」と，言語化された

「形式知」の二つのタイプがある。知識創造のプ
ロセスとは，暗黙知と形式知の相互変換であり，
その循環的なプロセスを通じた知識の質的・量的
な発展だと考えられる。

この暗黙知と形式知の相互作用は，知識の「共
同 化（Socialization）」「 表 出 化（Externalization）」 

「連結化（Combination）」「内面化（Internalization）」 
と い う ４ つ の プ ロ セ ス で 表 す こ と が で き る 

（図表 2）。
共同化は「暗黙知から新たに暗黙知を得るプロ

セス」，表出化は「暗黙知から形式知を得るプロ
セス」，結合化は「形式知から形式知を得るプロ
セス」，内面化は「形式知から暗黙知を得るプロ
セス」を指している。

こういったイノベーションあるいは知識創造の
プロセスをワークプレイスの中に埋め込むことが
これからの組織の課題である。つまり「イノベー
ションのプロセスをオフィスあるいはワークプレ
イスが促進，支援できるのか」が課題となる。

このモデルを用いて，大手製造業のソフトウェ
ア開発部門など，オフィスのゾーニングをした例
などもある。こういった試みにおいては，実際効
果が見られたが，それは単純に個々人の生産性が

上がる，といったものではなく，組織が望む仕事
の仕方が実現されているかどうか，最終的にプロ
ジェクトの質的量的成果がどう変化したのか，な
どが問われ，実現された（紺野 2004）。

2　知識創造の「場」のデザイン 

場からの創発 
ここで，「場」（ba）の概念が重要になる。日本

には能，禅や書斎の伝統がある。これらに通ずる
ものが「場」の文化である。直訳するのは難しい
が，場はどちらかといえば place で，space（物
理的空間）ではない。こういった観点から場や場
所を再発見したのは日本人哲学者の西田幾多郎
だった。西田はわれわれが純粋経験を通じて自己
の存在を自覚していく，主客未分の場所の重要性
を謳った。こうした間身体性あるいは相互主観的
な「場」は，われわれが知を生み出す原点であ
り，組織的には人間的な活力を生じさせるもので
もある。

イノベーションつまり知識創造に，こうした
「場」が関係する。知識創造は真空においては起
きない。知識創造ではわれわれが暗黙知を共有す
ること，「文脈」を共有する必要がある。社員と
顧客，社員間など知識創造組織の当事者によって
共有された，動態的，身体的文脈が「場」であ
る。ワークプレイス（work-place）を「場」とし
てとらえることによって，オフィスというハード
だけでなく，IT を使った関係性，そしてそこで
共有される組織文化や経営システムの総体を意味
することができる。

また，場は「バウンダリー・オブジェクト
（boundary object）」ともなる。バウンダリー・オ
ブジェクトとは，異なるコミュニティやシステム
間の境界（バウンダリー）に存在するモノや言葉，
シンボルなどを意味し，コミュニティ同士をつな
ぐもの，あるいは新たにコミュニティを形成する
ものをいう。

たとえば，通常はコミュニケーションがうまく
できていない部門間が，共通に理解できるような
キーワードやコンセプト，シンボルなどを生み出
すことで，横断的につながったコミュニティが形
成される，といった場合，これらの媒介となるコ
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ンセプトなどをバウンダリー・オブジェクトと呼
ぶ。「場」はバウンダリー・オブジェクトの生ま
れる場所といってもよいし，あるいはそれによっ
て場や知識コミュニティができるといってよい。

閉塞していて，相互に対話の起きない内向きの
社会や組織では，知識創造は起きない。こうした
状況を転換するには，意識的な境界の融合や境界
間の創発が生み出されなければならない。システ
ム間，組織と環境との間での相互作用，創発が起
きる媒介が必要となる。組織の境界間に，共通し
て理解できるような場を創出することで，知識や
情報の共有が行われ，組織としての強さにつなが
ると考えるのである。

共感が最重要
場のありかたによって知識創造の活性度は決ま

るし，それによってどのようなワークプレイスを
デザインすればよいかが示唆される。知識創造活
動に影響する場のハード要素，ソフト要素とはど
のようなものか。基本的には組織内で共感できる
場があることが大きい。それは現象学の世界では
相互主観性あるいは間身体性の創出として説明さ

れてきたが，こういった経験的知識は最近はミ
ラーニューロンなどの発見によって科学的にも解
明されているところである（野中・紺野 2012）。

筆者らは知識創造モデルをベースに，組織的な
知識創造がどのように行われるかを企業間比較し
てきた。日本企業 21 社（サンプル数 3622）に対し
て，日常的に知識創造活動（共同化，表出化，連
結化，内面化の過程をより具体的な項目にブレーク
ダウンしたもの）の度合いを聞き，かつ，彼らが
どのような場で活動しているかを聞いている。後
者は「ちょっとした打ち合わせがすぐにできるス
ペースがある」「職場やプロジェクトでは，本音
でとことん話し合っている」といった約 30 個の
組織行動調査の質問群である。知識創造活動につ
いては活動総量（5 段階評価得点総量の自己評価），
場については調査項目から得られた特徴を因子と
して抽出している。

これによれば，仮説のとおり，場の要素とし
て，① IT を用いたコミュニケーションのプラッ
トフォーム，②オフィスや仮想空間の中での学習
や対話の場，③本質的対話，内省的な（相互主観
的な）思考のできる場，などが主たる因子として
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図表 2　知識創造プロセスと組織の関わり方
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抽出された。これらいずれもが知識創造活動に寄
与する。そのなかでとりわけ第 3 の因子「より本
質的な対話」を可能とする「共感の場」を持つ組
織ほど，知識創造活動の頻度は高い。IT はベー
スであり，事実上われわれは「ネットワークが職
場」であるといった環境に生きているが，イノ
ベーションのためには組織内での共感，その背後
にある身体性のレベルでの場の共有が不可欠であ
る。これらの要素のハイブリッドこそがワークプ
レイス・デザインの要点である（図表 3）。

Ⅳ　変化へのイニシアティブ

1　経営・事業の変化とオフィス 

経営にとってのワークプレイス
では実際にどのようなオフィスやワークプレイ

スが有効だと考えられるだろうか？ 確かにファ
シリティ・マネジメントは経営に貢献はしよう。
しかし，その貢献のロジックはこれまでは，経営
戦略に即したハードな資産の効率的運用やコスト
ダウンが主であったように思われる。しかしいま
やなかなか測定できないオフィスの意味や役割が
求められるようになり，オフィス戦略自体が問わ
れはじめている。さらには，戦略を固めてから実
行の空間としてオフィスを極めるのでなく，より
ダイナミックな場のあり方が戦略を創発させると

いう，逆転の思考も生まれている。
いうなればオフィスやワークプレイスの違いが

ビジネスの違いを生むということである。たとえ
ば成長企業，元気のいい企業では，社員が社内を
よく歩き回っている。場合によっては走ってい
る。なぜそうなのか。若い社員が多いということ
もあるが，仕事のスピードが速い。社員は機能
別に座っているのではなく協業し，「企画ができ
たら次は生産に」といった段階的業務プロセスも
踏んでいない。そんなことをしていたら時間がか
かりすぎ，顧客が逃げてしまうか，価値が薄れて
いってしまう。多様な知をもつ人々が「そのとき
その場で」問題解決や知識創造をしていくオフィ
スが，成長企業の証でもある。そのためには，働
く人々の自律性を基本とした組織でなければなら
ない。すなわちビジネスモデルに合わせてオフィ
スもデザインされていくべきだといえる。

最たる例は ZARA などのファーストファッ
ション業のオフィスだ。市場の変化を察知した
ら 2 週間以内に商品開発の成果をフィードバック
するといったビジネスモデルで事業を展開してい
る。現場での判断で動かざるを得ない。だから
走らないと間に合わない。ユニクロを提供する
ファーストリテイリングの場合もビジネスモデル
が重要な役割を果たしている。同社は 2010 年 3
月，港区六本木のミッドタウン・タワーに東京本
部を移転した。その数年前の 2006 年にも千代田

因子 相関係数
（R）

本質的対話，内省的思考のできる場 0.697
IT によるコミュニケーションができる場 0.186
物理的/仮想的な学習の場 0.292
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本質的対話，内省的思考のできる場の
因子と知識創造活動の相関が高い

図表 3　共感の場が知識創造を活性化させる
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区九段北に移転している。当時は意識活性化を狙
いにフリーアドレスを進歩させた選択式ワークス
ペース，商品を身近に感じるフロア構成などの取
り組みが行われた。しかし，グローバル化によっ
てさらなる情報共有，スピードなどを目指しリ
ニューアルが行われた。そこでは単なるフリーア
ドレス制ではない「緩やかなグループアドレス」

（三幸エステート・オフィス事例集による）などが採
用されている。

オフィスはますます業務処理の場からコラボ
レーションの場へと変わりつつある。多摩大学知
識リーダーシップ綜合研究所による調査（場に関
心のある経営者・経験者へのインタビュー内容をテ
キストマイニング等のツールで分析）によれば，経
営者は下記のような「場＝組織」を思い描いて
いる。いずれも自社のオフィスを一極集中管理の
空間だとは考えていない。それは見えない組織の
知の資産を「待ち状態の資産（資本）Capital in 
Waiting」（Edvinsson, Hofman-Bang, and Jacobsen

（2005））ととらえ，活性化するためのプラット
フォームなのである。

①「オープンな関係性としての〈場＝組
織〉」：多様性（多様な知の結びつき）を促進し，
人と人をつなげる関係性を育む場として組織
をとらえていく

例：機能横断的な人々のつながり，対話が
生まれるオフィスや情報環境─統合された
オフィス拠点，皆が集まれる空間

②「価値共有文脈としての〈場＝組織〉」：
外部とのコミュニケーションを進化させ，企
業のビジョンと社会とのつながりを持った
個々人がつながり，価値を生み出す，多様化
する社会に対応する場として組織をとらえる

例：顧客やパートナーとの交流が行われる
社会の一部としての組織やオフィス

③「事業プラットフォームとしての〈場＝
組織〉」：トップマネジメント自ら，自社のビ
ジネスを具現化し，経営技術が進化する事業
プラットフォームとして組織＝場を認識する

例：ビジネスモデルにふさわしい情報/オ
フィス環境

④「情報空間としての〈場＝組織〉」：組織
を情報空間としてとらえ，知を創発させる情
報システムやナレッジワーカーのパワーを最
大化するオフィス環境として展開していく

例：ネット上の空間で全社員がつながりい
つでもどこでも知識創造が行われている，自
在な情報共有/活用ができるシステムで支援
された組織

⑤「組織的制度 ･ システムとしての〈場＝
組織〉」：自社を運営していくシステムとして
場＝組織をとらえる─自社ビジネスのコア
の認識に基づいて，ナレッジワーカーを育て
る組織風土や職場環境を展開していく

例：組織図でなく，現場の制度のデザイン
や組織文化政策で組織を動かす─プロジェ
クトマネジメント制度，知財マネジメントシ
ステム

働く労働者にとってのワークプレイス
ワークプレイスのもうひとつの側面は，社員の

維持と意識活性化などの心理的な要素だ。そのた
めにはデザイン過程での参加性が不可欠だ。ワー
クプレイスとは，①戦略，②ワークプロセス/制
度/文化，そして③ワークスペース（技術，空間）
からなる総合的活動である。

従来のオフィスは管理するための施設（ファ
シリティ）であった。分業による成果達成度，
つまり空間・時間コスト（インプット）あたり
の業務生産量（アウトプット）といった効率性

（efficiency）が唯一的尺度だった。オフィス設計
でも社員一人当たりの標準的作業空間つまりワー
クステーションの配賦をベースにした工場管理的
アプローチが支配的だった。次の段階になるとオ
フィス・デザインの見た目がブランド価値向上に
効果があるといったロジックが用いられてきた。
しかし，見た目の効果だけを狙って建築家に依頼
するなどしても最終的に社会的評価を得られるか
どうかは難しい。デザイン賞等で評価されなけれ
ばかけたカネは水泡に帰するからだ。

会議室から広場的場所へ，オープンなミー 
ティングエリア，チーム作業の場，キッチン，
コーヒーエリア，ラウンジなど，カジュアルな交
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流，偶然的出会いの可能な動線や「ハブ」の配
置。こういった試みが至る所で行われるように
なっている。背後の発想も変化している。一人当
たりのワークステーションの大きさからはじまる
のでなく，個々人が最も短いリンクで多くのメン
バーにアクセスできるような空間配置である。

2　知識創造のための実践的場 

プロトタイピングから生まれる新しい場
オフィスや職場を劇的に変えていかなければ，

企業自体が存続を危ぶまれる事態が訪れている。
しかし，オフィス改革にはさまざまな社内政治や
調整が関わってくる。多くの抵抗にも会う。新
築・移転を問わず，オフィスの問題が総務任せに
なっている企業も少なくない。他方，経営者が
まず哲学をもて，と言われることもあるが，ワー
クプレイスに対する哲学や理解を持つトップは少
なくない。ワークプレイス革新を阻害しているの
は，実際に現場・現業を動かしているミドル層だ
という場合もある。したがって意識改革を含めた
ミドルの巻き込みが不可欠になる。

多くのオフィス・プロジェクトでは，社内政治
の駆け引きがワークプレイス革新の障害となって
いる。しかし，いまはより大きな目的に向かっ
て，ポリティクスさえも織り込んだ意気込みを持
たねば本当の改革はできない。そのためには理論
武装も社内コミュニケーションへの配慮も欠かせ
ないだろう。

そのためにはオフィスをいったんハードの器や

ファシリティ（設備）という枠組みから解放して，
人間中心の働く場として再認識，再定義する必要
がある。従来の，一人当たりワークステーション
の面積からの計画，効率的空間利用を図るために
フリーアドレスを導入するなどの「モノ」的な発
想（単純なインプットとアウトプット，人間を機械
的に捉える視点）を改め，「コト」，すなわち利用
者が，ある一日どのような経験をするのかといっ
た視点でオフィスを見直す必要がある。

革新的ワークプレイスで再生し，1990 年代以
降，持続的イノベーション企業に変身したデン
マークの補聴器会社，オーティコンの新本社「イ
ノベーションハウス」（コペンハーゲン郊外（写真
2））はこういった経営のためのオフィスを実現す
る。彼らにとっては本社の主要な機能とは管理で
なく人々がイノベーションを起こすこと，つまり
事務管理機能に限らない。このオーティコンのオ
フィスは人事部のイニシアティブで生み出された。

とくに，いまやネットワークがオフィスだと言
える状況で，情報処理だけならオフィスは不要で
ある。しかし，組織的な知識創造，戦略的ビジョ
ンの共有といった意味でオフィス空間は新たな意
味を持っている。ネットワーク空間をプラット
フォームにしながら，人々が集まることによる効
果を引き出すことである。

こういったワークプレイスのモデルのひとつは
プロジェクト組織のオフィスである。東京スカイ
ツリーなどの設計を担当した世界最大手の設計
事務所，日建設計は現在「プロフェッショナル・

写真 2　イノベーションのための本社を打ち出したオーティコン社のオフィス
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サービス・ファーム」（PSF）を標榜し，時代の
変化に対応しようとしている。背景には，施主の
事業環境の変化や複雑化，建築物に限定されない
経営的観点からのデザインサービスの要求の高度
化，建築サービスの多様化などがある。

同 社 は 東 京 本 社 オ フ ィ ス で POW（Project 
Oriented Workplace）という試みを行っている。
社内から全社的に見て重要度の高いプロジェクト
が選ばれ，このオフィスでコラボレーションを
行う。建築設計プロジェクトはその規模や期間は
きわめて多様で，経済環境にも影響を受けやすく
柔軟な運営が必要だ。一方，プロジェクトに専念
して業務を遂行した際に知の共有が行われなくな
る。こういった背景から POW（写真 3）が生まれ
た。

案件ごとに各部署から集まったエンジニアリン
グ，構造，設備などのメンバーがチームデスクに
座る。ちょうどプロジェクトごとに「島」が創ら
れ，それがプロジェクトの進�に応じてほぼ毎月
移動してレイアウト，景観が変わる。そうするこ
とで，プロジェクトにかかわる人々にも何が今起
きているのかわかり，プロジェクト間でさまざま
な刺激や交流が生ずる。

1.5 メートル角のプロジェクトデスクには作り
かけの模型が置かれるなど，それらが「バウンダ
リーオブジェクト」となって，場がつながってい
く。デスクにはキャスターが付けられ，可動式に
するなど細部のこだわりがある。また，定期的な
備品や什器の見直しも行われている。

同社はこれまでも，個室的な執務空間から脱し
てオープンなワークプレイスを志向して本社を
進化させてきた。その試行錯誤の結果，生まれ
たのが POW だ。これが結論ではない。しかし，
POW は 30 代の比較的若い社員が中心となって
新しい働き方の場，プラットフォームを自発的に
デザインする試みとなっている。ハードな環境や
使い方のソフトだけでなく，外部の専門家と広く
コラボレーションも行れている。

新たな場 
オフィスを変革するための力は外部にもある。

そのひとつは，企業間あるいは官民の対話の場
の広がりである。たとえば欧州で始まって日本
でも広がってきたフューチャーセンター（Future 
Center）のような試みがある。フューチャーセン
ターとは，企業，政府，自治体などの組織が，中

写真 3　日建設計における POW の試み
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長期的な課題の解決を目的に，様々な関係者を幅
広く集め，対話を通じて新たなアイデアや問題の
解決手段を見つけ出し，相互協力によって実践す
るための場である。施設的には研修スペースや学
習スペース，ミーティングスペースなどで構成さ
れる。まさにバウンダリー・オブジェクトであり，
企業間，組織間の境界をこえ，場をつなぎ，その
ことによって新たな知が生まれ，実践につながる
のと同時に，組織の知を強化する作用を持ってい
る。

フューチャーセンターとは「（その場で共有され
る）経験をつうじて，新たな知を探究することで
ある。それは，組織の発展を駆動させる主要な手
段」「特別な仕事の環境であり，人々が従来のパ
ターンやルーティンから抜け出し，複数の視点か
ら問題を見て，効果的な実践の方向性を展開する
ことができる場」である。フューチャーセンター
だけに限らず，イノベーションセンターやリヴィ
ングラボなどの場も射程に入れて，知の共有や対
話だけでなく，協業してビジネスモデルのデザイ
ンなども考えていく必要がある。

フューチャーセンターは欧州発であるが，
「フューチャーセンターの父」と呼ばれる Leif 
Edvinsson 氏（ルンド大学教授，IKLS フューチャー
センター研究会アドバイザー）は，FC の本質を
日本の「場（ba）」だと考えている。それは，知

識創造のための「弁証法的で動態的なプロセス」
（Nonaka and Konno 1998）であり，参加者が暗黙
知を共有し，相互を認め合う空間である。

それは単なるワークショップや単発セッション 
ではない。求められるのは，「特定の問題解決
のための技術的あるいは心理的なサポート以上
の，事前には見えていないアウトカムを生みだす
ための共創のプロセスそのものを支援すること」

（Szogs 2011）である。そこには，非日常性を持っ
た楽しさに溢れた空間，実現のためのプロトタイ
ピングができる空間，コラボレーションのための
仕組みやネットワークなどが不可欠だ。

日本で最初に名乗りを挙げたフューチャーセン
ターが，知識創造戦略のコンサルティングを提供
する富士ゼロックス KDI である。オープン・イ
ノベーションや創造的問題解決を促す「場のサー
ビス」を行っている。企業だけでなく，NPO
や大学など多様な分野の人々を招いたフュー
チャー・スキャンニングなどのセッションをこ
れまで行ってきた。ここでグローバルなフュー
チャーセンターのリーダーやマネジャーが集まり
FCA（Future Center Associates）のサミットも行
われるなど，日本でも各分野にフューチャーセン
ターの考えが枝分かれして拡がっている。

以上のように，ワークプレイス（場）はオフィ
スビルの中に閉じられた物理的オフィスだけでな

写真 4　フューチャーセンターの例：オランダ水利運輸管理省 LEF
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く，経営空間の次元，経済空間の次元の中で考え
ていかねばならなくなっている。こういった研究
は今後の課題である。

結論
日本社会そして企業は大転換期にある。それは

20 世紀的価値システムが崩壊したことを背景に
している。そこで何か根本的なところから日本を
考えるべきだ，という要請がいろいろなところか
ら出ている。変化の手がかりのひとつが「場」で
ある（図表 4）。70 年代に元気だった日本企業の
組織には，「場」があった。人々の思いや知識・
能力を調整しつつ，より大きな目的を目指した

（たとえばソニーの「愉快で自由闊達なる理想工
場」やホンダの「ワイガヤ」）。創業者のリーダー
シップだけではなく，ミドルが動き回れる余地

（ミドルアップアンドダウン）や，そして真剣な対
話の場があった。これがとくに 90 年代以降失わ
れていった。

もちろんかつてと同じ場が復活されればいいわ
けではない。しかし，知識社会・経済に向けて，
必要な場をいかにして経営や事業，オフィスなど
に組み込んでいくかは課題である。単に集まれる
交流サロンやイベント的なワークショップなどで
はなく，当事者が社会的な問題や企業経営に密接
に関わるための「生きられる場」である。

そのためにはオフィスあるいはワークプレイス
をとらえる視点が大きく変わる必要がある。以下
はその要点である。

（1） 業務（情報処理）のためのオフィスから知識創造

のワークプレイスへ

いわゆる管理部門の集中した本社の時代の終焉
が来る（冒頭の事例を思い起こして欲しい）。また
オフィスはコストのかかる（−）ファシリティか
ら利益（知識）を生む（＋）場へと位置づけを変
える。
（2）会社に全員来るとは限らない，されどオフィス

ダイバーシティやグローバル化は，従来の会社
に来ることが仕事という意識を変えていく。つま
り多様な働き方の包摂（在宅，サードプレイス，テ
ンポラリーワーク，ノー残業などのワークライフバ
ランス），それに伴う管理者能力の変化（人々の出
会い，交流の場の価値を最大に引き出す能力の要請）
が高まるだろう。
（3）集合的コミュニケーションを助ける場の要請　
オフィスやワークプレイスの「コア」機能/価

値は業務処理効率化でなく，オープンかつグロー
バルな人的交流によって知識創造を促進すること
である。ただしハード（器）だけでは何も起きな
い。人間の「場」を創る組織的営為こそオフィス
戦略の本質となるだろう。オフィスデザインの起
点は従来の個のワークステーション（一人当たり
面積）の効率性・生産性追究から，「集合知」が
発揮される社会関係性資本（ソーシャルキャピタ
ル）の豊かさ追究へと変化する。
（4） ネットワーク技術のディテールを知るべき担当者

その意味でオフィスやワークプレイスの構築に
関わる当事者は現場での ICT 活用のディテール
について熟知しなければならない。
（5）境界の積極的な曖昧化

いわゆるオフィス以外の働ける場所，「サード

図表 4　ワークプレイスにおける「場」の次元

物質的レベル
（ファシリティ）

概念的レベル
（戦略）

経験的レベル
（生きられた職場）

現実のオフィス
（施設空間）

物理的オフィス（ファシ
リティ）

ファシリティマネジメン
ト戦略

創造的─快適空間
間身体性の生まれる場

経営空間としてのワーク
プレイス

ネットワークされた空間
群

ネットワークがオフィス/
ビジネスモデルやプロセ
スに対応した空間（プラッ
トフォーム）

ネットワーク空間と身体
的対話による知識共有と
知識創造の経験

経済空間の一画としての
ワークプレイス

ハブ/中核空間
都市空間の一画

経済価値を生み出す市場
生態系の一要素

ナレッジワーカーとして
のアイデンティティ（自
己の物語・歴史）
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プレイス」（スターバックスやレンタルオフィス），
周辺企業や共同体との関係の重視など，これから
のオフィスやワークプレイスは閉じられたオフィ
ス空間のレイアウトの問題だけにとどまらなく
なっている。そこで都市/社会との関係性（知の
バリューチェーン，またはエコシステム）の中にオ
フィスが存在しているという認識が求められる。

おしなべて，単に「快適オフィス」を創る時代
は過ぎて，知識創造組織にふさわしいハイ・ス 
タンダードな場の実現へ企業は意識を向けるべき
だろう。
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